
 

「特定の分野に係る特定技能外国人受入れに関する運用要領-自動車整備分野の基準について-」の一部改正について 

 

令和５年８月３１日 

 

 

 「特定の分野に係る特定技能外国人受入れに関する運用要領-自動車整備分野の基準について-」について、今般、下記のとおり必要な改正を行いまし

たので、公表します。 

 

記 

赤字が修正部分 

通し 

番号 

該当ページ 

（改正後） 
改正箇所 現行 改正 

1 P.3 第１ 特定技能外

国人が従事する業

務 

【関係規定】 

法別表第１の２「特

定技能」の下欄に掲

げる活動 

（追加） 二 法務大臣が指定する本邦の公私の機関との雇用に

関する契約に基づいて行う特定産業分野であつて法

務大臣が指定するものに属する法務省令で定める熟

練した技能を要する業務に従事する活動 

2 P.3 第１ 特定技能外

国人が従事する業

務 

【関係規定】 

分野別運用方針(抜

粋) 

５ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に

関する重要事項 

（１）１号特定技能外国人が従事する業務 

自動車の日常点検整備、定期点検整備、特定整

備、特定整備に付随する業務 

５ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に関

する重要事項 

（１）特定技能外国人が従事する業務 

   特定技能外国人が従事する業務区分は、上記３

（１）ア及び（２）アに定める試験に対応し、それ

ぞれ以下のとおりとする。 

 ア 試験区分（３（１）ア関係）（１号特定技能外国



人） 

自動車の日常点検整備、定期点検整備、特定整

備、特定整備に付随する基礎的な業務 

 イ 試験区分（３（２）ア関係）（２号特定技能外国

人） 

他の要員への指導を行いながら従事する自動車

の日常点検整備、定期点検整備、特定整備、特定

整備に付随する一般的な業務 

3 P.4 第１ 特定技能外

国人が従事する業

務 

【関係規定】 

分野別運用要領（抜

粋） 

第３ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用

に関する重要事項 

１．１号特定技能外国人が従事する業務 

自動車整備分野において受け入れる１号特定技

能外国人が従事する業務は、運用方針３（１）に定

める試験区分及び運用方針５（１）に定める業務に

従い、上記第１の試験合格又は下記２（１）の技能

実習２号移行対象職種・作業修了により確認された

技能を要する自動車の「日常点検整備」、「定期点検

整備」、「特定整備」若しくは「特定整備に付随する

業務」の業務をいう。 

あわせて、当該業務に従事する日本人が通常従事

することとなる関連業務（例：整備内容の説明及び

関連部品の販売、清掃等）に付随的に従事すること

は差し支えない。 

第３ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に

関する重要事項 

１．特定技能外国人が従事する業務 

自動車整備分野において受け入れる特定技能外国

人が従事する業務は、以下のとおりとする。なお、い

ずれの場合も、当該業務に従事する日本人が通常従

事することとなる関連業務（例：整備内容の説明、関

連部品の販売、清掃等）に付随的に従事することは

差し支えない。 

（１）１号特定技能外国人 

運用方針３（１）アに定める試験区分及び運用

方針５（１）アに定める業務に従い、上記第１の

１（１）又は（２）の試験合格又は下記２（１）の

技能実習２号移行対象職種・作業修了により確認

された技能を要する自動車の「日常点検整備」、「定

期点検整備」、「特定整備」又は「特定整備に付随

する業務」の基礎的な業務 

（２）２号特定技能外国人 

   運用方針３（２）アに定める試験区分及び運用方

針５（１）イに定める業務に従い、上記第１の１



（３）又は（４）の試験合格及び実務経験により確

認された技能を要する自動車の「日常点検整備」、

「定期点検整備」、「特定整備」又は「特定整備に付

随する業務」の一般的な業務に従事し、他の要員へ

の指導を行う業務 

4 P.4 第１ 特定技能外

国人が従事する業

務 

【主たる業務】 

 

 

○ 自動車整備分野において受け入れる１号特定技

能外国人は、特定技能基準省令第１条第１項に定め

るとおり、相当程度の知識若しくは経験を必要とす

る技能を要する業務に従事することが求められる

ところ、本要領別表に記載された試験の合格により

確認された技能を要する本要領別表に記載された

日常点検整備、定期点検整備、特定整備、特定整備

に付随する業務（電子制御装置の整備や板金塗装な

ど）に主として従事しなければなりません。 

【主たる業務】 

○ 自動車整備分野において受け入れる特定技能外国

人のうち、１号特定技能外国人は相当程度の知識又

は経験を必要とする技能を要する業務、２号特定技

能外国人は当該分野に属する熟練した技能を要する

業務に従事することが求められるところ、本要領別

表に記載された試験の合格により確認された技能を

要する本要領別表に記載された日常点検整備、定期

点検整備、特定整備、特定整備に付随する業務（電子

制御装置の整備や板金塗装など）に主として従事し

なければなりません。 

5 P.4 【関連業務】 

〇１つ目 

 

○ また、分野別運用要領に記載するとおり、当該業

務に従事する日本人が通常従事することとなる関

連業務に付随的に従事することは差し支えありま

せん。 

【関連業務】 

○ また、分野別運用要領に記載するとおり、当該業務

に従事する日本人が通常従事することとなる関連業

務に付随的に従事することは差し支えありません。 

6 P.5 【その他業務関係】  

○ なお、技能実習制度においては、作業の定義とし

て、『地方運輸局長から認証を受けた自動車特定整

備事業場（対象とする装置の種類が限定されていな

いこと）における作業でなければなりません。なお、

対象とする自動車の種類が二輪自動車のみの自動

車特定整備事業場は除くものとする。』とされてい

【その他業務関係】 

○ なお、技能実習制度においては、作業の定義とし

て、『地方運輸局長から認証を受けた自動車特定整備

事業場（対象とする装置の種類が限定されていない

こと）における作業でなければなりません。なお、対

象とする自動車の種類が二輪自動車のみの自動車特

定整備事業場は除くものとする。』とされています



ますが、特定技能においては、地方運輸局長から認

証を受けた自動車特定整備事業場であって、対象と

する装置の種類が限定されている事業場や、対象と

する自動車の種類が二輪自動車のみの事業場にお

ける業務も、自動車整備分野の業務に該当します。 

が、特定技能においては、地方運輸局長から認証を受

けた自動車特定整備事業場であって、対象とする装

置の種類が限定されている事業場や、対象とする自

動車の種類が二輪自動車のみの事業場における業務

も、自動車整備分野の業務に該当します。 

7 P.6 第２ 特定技能外

国人が有すべき技

能水準等 

第２ 特定技能外国人が有すべき技能水準 第２ 特定技能外国人が有すべき技能水準等 

8 P.6 第２ 特定技能外

国人が有すべき技

能水準等 

【関係規定】 

上陸基準省令（特定

技能２号） 

（新設）  申請人に係る特定技能雇用契約が法第２条の５第１

項及び第２項の規定に適合すること及び特定技能雇用

契約の相手方となる本邦の公私の機関が同条第３項

（第２号を除く。）及び第４項の規定に適合することの

ほか、申請人が次のいずれにも該当していること。 

 一 申請人が次のいずれにも該当していること。 

  イ～ロ （略） 

  ハ 従事しようとする業務に必要な熟練した技能

を有していることが試験その他の評価方法によ

り証明されていること。 

  ニ （略） 

 二～七（略）  

9 P.6-7 第２ 特定技能外

国人が有すべき技

能水準等 

【関係規定】 

分野別運用方針(抜

粋) 

３ 特定産業分野において求められる人材の基準に

関する事項 

自動車整備分野において特定技能１号の在留資

格で受け入れる外国人は、以下に定める試験に合格

した者又は自動車整備分野の第２号技能実習を修

了した者とする。 

（１）技能水準（試験区分） 

「自動車整備分野特定技能評価試験」又は「自

３ 特定産業分野において求められる人材の基準に関

する事項 

自動車整備分野において特定技能の在留資格で受

け入れる外国人は、以下に定める試験に合格した者

（２号特定技能外国人については、実務経験の要件

も満たす者。ただし、「自動車整備士技能検定２級」

に合格した者を除く。）とする。 

また、特定技能１号の在留資格については、自動



動車整備士技能検定試験３級」 

（２）日本語能力水準 

ア 「国際交流基金日本語基礎テスト」又は「日

本語能力試験（Ｎ４以上）」 

イ そのほか、「日本語教育の参照枠」のＡ２相

当以上の水準と認められるもの 

車整備分野に関する第２号技能実習を修了した者

は、必要な技能水準及び日本語能力水準を満たして

いるものとして取り扱う。 

（１）１号特定技能外国人 

ア 技能水準（試験区分） 

「自動車整備分野特定技能１号評価試験」又は

「自動車整備士技能検定試験３級」 

イ 日本語能力水準 

（ア）「国際交流基金日本語基礎テスト」又は「日

本語能力試験（Ｎ４以上）」 

（イ）そのほか、「日本語教育の参照枠」のＡ２相

当以上の水準と認められるもの 

（２）２号特定技能外国人 

  ア 技能水準（試験区分） 

    ｢自動車整備分野特定技能２号評価試験｣又は

「自動車整備士技能検定試験２級」 

  イ 実務経験 

    道路運送車両法（昭和 26 年法律第 185 号）

第 78 条第１項に基づく地方運輸局長の認証を

受けた事業場（以下「認証工場」という。）にお

ける実務経験を要件とする。 

10 P.7 第２ 特定技能外

国人が有すべき技

能水準等 

【関係規定】 

分野別運用要領（抜

粋） 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 特定産業分野において認められる人材の基準に

関する事項 

１．技能水準及び評価方法等 

（３）「自動車整備分野特定技能２号評価試験」（運用方

針３（２）アの試験区分） 

 ア 技能水準及び評価方法（特定技能２号） 

 （技能水準） 



 

 

 

第３ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用

に関する重要事項 

２．技能実習２号を良好に修了した者の技能及び日

本語能力の評価 

（１）「自動車整備職種、自動車整備作業」の第２号

技能実習を良好に修了した者については、当該技

能実習で修得した技能が、１号特定技能外国人が

従事する業務で要する技能と、道路運送車両法に

基づく「日常点検整備」、「定期点検整備」及び「特

定整備」を実施することができるという点で、技

能の根幹となる部分に関連性が認められることか

ら、自動車整備業務で必要とされる一定の専門性・

技能を有し、即戦力となるに足りる相当程度の知

識又は経験を有するものと評価し、上記第１の１

の（１）及び（２）の試験を免除する。 

（２）職種・作業の種類にかかわらず、第２号技能実

習を良好に修了した者については、技能実習生と

して良好に３年程度日本で生活したことにより、

ある程度日常会話ができ、生活に支障がない程度

の日本語能力水準を有する者と評価し、上記第１

の２（１）及び（２）の試験を免除する。 

  当該試験の合格及び道路運送車両法第 78 条第１

項に基づく地方運輸局長の認証を受けた事業場にお

ける３年以上の実務経験を要件とする。 

第３ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に

関する重要事項 

２．技能実習２号を良好に修了した者の技能及び日

本語能力の評価 

（１）「自動車整備職種、自動車整備作業」の第２号技

能実習を良好に修了した者については、当該技能実

習で修得した技能が、１号特定技能外国人が従事す

る業務で要する技能と、道路運送車両法に基づく

「日常点検整備」、「定期点検整備」及び「特定整備」

を実施することができるという点で、技能の根幹と

なる部分に関連性が認められることから、自動車整

備業務で必要とされる一定の専門性・技能を有し、

即戦力となるに足りる相当程度の知識又は経験を

有するものと評価し、上記第１の１（１）及び（２）

の試験を免除する。 

（２）職種・作業の種類にかかわらず、第２号技能実習

を良好に修了した者については、技能実習生とし

て良好に３年程度日本で生活したことにより、あ

る程度日常会話ができ、生活に支障がない程度の

日本語能力水準を有する者と評価し、上記第１の

２（１）及び（２）の試験を免除する。 

11 P.8 第２ 特定技能外

国人が有すべき技

能水準等 

○４つ目 

○ なお、自動車整備分野においては、特定技能２号

での受入れを行うことはできません。 

○ ２号特定技能外国人については、本要領別表に記載

された技能試験の合格に加えて、道路運送車両法第

78 条第１項に基づく地方運輸局長の認証を受けた事

業場における３年以上の実務経験が必要です（「自動



車整備士技能検定２級」に合格した者を除く。）。 

この場合の実務経験とは分解、点検、調整等の整備

作業をいい、具体的には以下の作業となります。 

・ 道路運送車両法施行規則（昭和 26 年運輸省令第

74 号）第３条に規定する特定整備に係る作業 

・ 電子制御装置の整備、板金塗装等の特定整備に付

随する整備作業 

・ キャブレータ、インジェクション・ポンプ等の主

要な装置の点検、調整等の整備作業 

・ 自動車の装置、主要部品等の交換を行う整備作業 

・ 自動車の装置、主要部品等に係る点検、調整等の

整備作業 

・ 上記に掲げるものと同等の自動車の点検、調整等

の整備作業 

12 P.8-9 第２ 特定技能外

国人が有すべき技

能水準等 

【確認対象の書類】 

 

＜試験合格者の場合＞ 

○ 技能水準を証するものとして、次のいずれか 

・自動車整備分野特定技能評価試験の合格証明書

の写し 

・自動車整備士技能検定試験３級の合格証明書の

写し 

○ 日本語能力を証するものとして、次のいずれか 

・国際交流基金日本語基礎テストの合格証明書の

写し 

・日本語能力試験（Ｎ４以上）の合格証明書の写し 

＊ただし、修了した技能実習２号の職種・作業の

種類にかかわらず、技能実習２号を良好に修

了した者は、国際交流基金日本語基礎テスト

＜特定技能１号の場合＞ 

○ 試験合格者の場合 

・技能水準を証するものとして、次のいずれか 

自動車整備分野特定技能１号評価試験の合格証明

書の写し 

自動車整備士技能検定試験３級の合格証明書の写

し 

・日本語能力を証するものとして、次のいずれか 

国際交流基金日本語基礎テストの合格証明書の写

し 

日本語能力試験（Ｎ４以上）の合格証明書の写し 

＊ただし、修了した技能実習２号の職種・作業の

種類にかかわらず、技能実習２号を良好に修了

した者は、国際交流基金日本語基礎テスト及び



及び日本語能力試験（Ｎ４以上）のいずれの試

験も免除されます。 

＜本要領別表に記載された職種・作業の技能実習２号

修了者の場合＞ 

○ 技能実習２号修了時の技能実習評価試験に合格

している場合 

・外国人自動車整備技能実習評価試験（専門級）の

合格証明書又は実技試験の結果通知書の写し 

○ 技能実習２号修了時の技能実習評価試験に合格

していない場合 

・技能実習生に関する評価調書（参考様式第１－２

号） 

＊詳細は「特定技能外国人受入れに関する運

用要領」の「第４章第１節（３）技能水準に

関するもの」を御参照ください。 

 

日本語能力試験（Ｎ４以上）のいずれの試験も

免除されます。 

○ 本要領別表に記載された職種・作業の技能実習２

号修了者の場合 

・技能実習２号修了時の技能実習評価試験に合格し

ている場合 

 外国人自動車整備技能実習評価試験（専門級）の

合格証明書又は実技試験の結果通知書の写し 

・技能実習２号修了時の技能実習評価試験に合格し

ていない場合 

技能実習生に関する評価調書（参考様式第１－２

号） 

＊詳細は「特定技能外国人受入れに関する運用

要領」の「第４章第１節（３）技能水準に関

するもの」を御参照ください。 

＜特定技能２号の場合＞ 

○ 技能水準を証するものとして、次のいずれか 

・自動車整備分野特定技能２号評価試験の合格証明

書の写し 

・自動車整備士技能検定試験２級の合格証明書の写

し 

13 P.9 第２ 特定技能外

国人が有すべき技

能水準等 

【留意事項】 

 

○ 技能実習２号を良好に修了したとして技能試験

の合格等の免除を受けたい場合には、技能実習２号

を良好に修了したことを証するものとして、技能実

習２号修了時の外国人自動車整備技能実習評価試

験の合格証明書又は実技試験の結果通知書の提出

が必要です。 

＜特定技能１号＞ 

○ 技能実習２号を良好に修了したとして技能試験の

合格等の免除を受けたい場合には、技能実習２号を

良好に修了したことを証するものとして、技能実習

２号修了時の外国人自動車整備技能実習評価試験の

合格証明書又は実技試験の結果通知書の提出が必要

です。 



○ 外国人自動車整備技能実習評価試験（専門級）の

実技試験に合格していない場合（技能実習法施行前

の旧制度の技能実習生を含む。）には、技能試験及び

日本語試験を受験し合格するか、実習実施者が作成

した技能等の修得等の状況を評価した文書の提出

が必要です。 

○ 外国人自動車整備技能実習評価試験（専門級）の実

技試験に合格していない場合（技能実習法施行前の

旧制度の技能実習生を含む。）には、技能試験及び日

本語試験を受験し合格するか、実習実施者が作成し

た技能等の修得等の状況を評価した文書の提出が必

要です。 

＜特定技能２号＞ 

○ 自動車整備分野特定技能２号評価試験は、受験の

際に、上記実務経験の有無を確認します。詳細は、試

験実施機関へご確認ください。 

14 P.11 第３ 特定技能雇

用契約の適正な履

行の確保に係る基

準 

【関係規定】 

告示第２条 

（追加） 六 特定技能外国人からの求めに応じ、当該特定技能

外国人の当該機関における自動車整備分野に係る実

務経験を証する書類を交付すること。 

15 P.11 第３ 特定技能雇

用契約の適正な履

行の確保に係る基

準 

○５つ目 

（新設） ○ 特定技能外国人から、自動車整備分野に係る実務

経験を証明する書面の交付を求められた場合は、当

該機関における実務経験を証明する書面の交付をし

なければならず、これを行わない場合は、基準に適合

しないことから、特定技能外国人の受入れができな

いこととなります。 

16 P.13 第３ 特定技能雇

用契約の適正な履

行の確保に係る基

準 

【留意事項】 

○５つ目 

○ １号特定技能外国人の受入れ後に当該１号特定

技能外国人が業務に従事する事業場に変更がある

場合には、特定技能雇用契約変更の届出が必要で

す。 

○ 特定技能外国人の受入れ後に当該特定技能外国人

が業務に従事する事業場に変更がある場合には、特

定技能雇用契約変更の届出が必要です。 



17 P.15 第４ 適合１号特

定技能外国人支援

計画の適正な実施

の確保に係る基準 

【関係規定】 

告示第２条 

（追加） 六 特定技能外国人からの求めに応じ、当該特定技能

外国人の当該機関における自動車整備分野に係る実

務経験を証する書類を交付すること。 

18 P.16 第５ 上陸許可に

係る基準 

【関係規定】 

上陸基準省令（特定

技能２号） 

（新設） 申請人に係る特定技能雇用契約が法第２条の５第１

項及び第２項の規定に適合すること及び特定技能雇用

契約の相手方となる本邦の公私の機関が同条第３項

（第２号を除く。）及び第４項の規定に適合することの

ほか、申請人が次のいずれにも該当していること。 

一～六（略） 

七 前各号に掲げるもののほか、法務大臣が告示で

定める特定の産業上の分野に係るものにあって

は、当該産業上の分野を所管する関係行政機関の

長が、法務大臣と協議の上、当該産業上の分野に

特有の事情に鑑みて告示で定める基準に適合する

こと。 

19 P.16 第５ 上陸許可に

係る基準 

【関係規定】 

告示第１条 

自動車整備分野に係る出入国管理及び難民認定法

第７条第１項第２号の基準を定める省令の表の法別

表第１の２の表の特定技能の項の下欄第１号に掲げ

る活動の項の下欄第６号に規定する告示で定める基

準は、申請人が、労働者派遣事業の適正な運営の確保

及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和６０年法

律第８８号）第２条第１号に規定する労働者派遣の対

象となることを内容とする特定技能雇用契約を締結

していないこととする。 

自動車整備分野に係る出入国管理及び難民認定法第

７条第１項第２号の基準を定める省令の表の法別表第

１の２の表の特定技能の項の下欄第１号に掲げる活動

の項の下欄第６号及び法別表第１の２の表の特定技能

の項の下欄第２号に掲げる活動の項の下欄第７号に規

定する告示で定める基準は、申請人が、労働者派遣事業

の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する

法律（昭和６０年法律第８８号）第２条第１号に規定す

る労働者派遣の対象となることを内容とする特定技能

雇用契約を締結していないこととする。 



20 P.16-17 第５ 上陸許可に

係る基準 

○１つ目から３つ

目 

○ 在留資格「特定技能１号」に係る上陸基準として、

自動車整備分野に特有の事情に鑑みて同在留資格

に係る上陸基準省令第６号に基づき告示をもって

定めたものです。 

 

 

○ １号特定技能外国人を受け入れるに当たっては、

当該外国人は労働者派遣によるものであってはな

らないとするもので、１号特定技能外国人を派遣す

ることも派遣された者を受け入れることもできま

せん。 

○ １号特定技能外国人を派遣し、又は、派遣された

者を受け入れた場合には、入国・在留諸申請におい

て不正に許可を受けさせる目的での虚偽文書の行

使等に該当し、出入国に関する法令に関し不正又は

著しく不当な行為を行ったものとして、以後５年間

は、特定技能外国人の受入れができないこととなり

ます。 

○ 在留資格「特定技能１号」に係る上陸基準として、

自動車整備分野に特有の事情に鑑みて同在留資格に

係る上陸基準省令第６号、及び在留資格「特定技能２

号」に係る上陸基準として自動車整備分野に特有の

事情に鑑みて同在留資格に係る上陸基準省令第 7 号

に基づき告示をもって定めたものです。 

○ 特定技能外国人を受け入れるに当たっては、当該

外国人は労働者派遣によるものであってはならない

とするもので、特定技能外国人を派遣することも派

遣された者を受け入れることもできません。 

 

○ 特定技能外国人を派遣し、又は、派遣された者を受

け入れた場合には、入国・在留諸申請において不正に

許可を受けさせる目的での虚偽文書の行使等に該当

し、出入国に関する法令に関し不正又は著しく不当

な行為を行ったものとして、以後５年間は、特定技能

外国人の受入れができないこととなります。 
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別表 別表（自動車整

備） 
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参考様式 

第８－１号 

 

 

 

 

 


